
（別紙２）川崎市青年等就農計画認定の基準となる研修機関について 

神奈川県が規定する「新規就農者育成総合対策のうち就農準備資金・経営開始資金及びサポート体制構築

事業（研修農場の整備）における研修機関等の認定基準について」、「神奈川県の認定を受けた研修機関」

（農業次世代人材投資資金等 - 神奈川県ホームページ (pref.kanagawa.jp)）及び東京都が規定する新規就

農者育成総合対策（就農準備資金）費補助金交付要綱（令和４年４月１日４産労農振第 154 号）（別表 2）

に準じる 

 
第１ 趣旨  
青年等就農計画の妥当性、実現性を判断するにあたり、申請者の農業経営に関する知識や技

術は重要な要素であり、それを客観的に担保する目的で神奈川県及び東京都の認定する機

関等での研修を基準とするものである。また、農地流動性を促進するため農地所有者の信頼

感を醸成する上でも、就農希望者に一定の知見を求めることが適当である。 
ただし、親元就農においては同居家族等から一定の知見を得られていると想定されること

から、親元就農者の青年等経営改善計画の認定申請の際には適用しない。 
 
第２ 認定研修機関等  
就農に向けて必要な技術等を習得できる研修機関等は、次のとおりとする。  
１ 神奈川県立かながわ農業アカデミー 
２ 農業研修を実施している神奈川県知事等が認める実施機関（別表１） 
３ 農業研修を実施している東京都知事が認める実施機関（別表２） 
４ 上記に準ずると認められる機関等 
※神奈川県農業人材力強化総合支援事業実施要綱に基づく就農準備資金の交付要件となる

研修機関は１および２である。 
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